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法定労働時間 
1週40時間・1日8時間

時間外労働の限度時間 
月45時間・年360時間

残業時間の上限（年間720時間・月平均60時間）➡

過労死ライン（月100時間・2～6ヶ月の月平均80時間）➡

1 
年 
間 !
12 
ヶ 
月

「働き方改革」実行に向けて労働時間の上限規制が発表！
※ 2019年4月以降施行予定

あけましておめでとうございます。社労士法人ミナジンの「ろむたん」です。 
みなさま今年もどうぞよろしくお願いいたします！さて、「働き方改革」の本格始動前（2019
年4月以降施行予定）に残業時間の上限が発表されました。
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不定期配信

具体的には以下となります。 !
◎ 週40時間を超えて労働可能となる時間外労働の限度を、原則として「月45時間、かつ、年360時
間とする（違反の場合罰則あり） 
◎ 特別条項付36協定を締結している場合、上限は「年間720時間」とする。ただし、 

(1) 2ヵ月、3ヵ月、4ヵ月、5ヵ月、6ヵ月の平均で、いずれにおいても、休日労働を含んで「80時間
以内」を満たすこと 

(2) 単月では、休日労働を含んで 「100時間未満」を満たすこと 
(3)「月45時間、かつ、年360時間」を上回る特例の適用は、年半分を上回らないよう、「年6回を
上限」とする。

残業時間の上限は「月100時間未満」に

　まずは従業員の勤怠状況を正しく把握しましょう！

特例の適用
年6回まで
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適切な雇用管理に関する計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた事業主の下で、定年に達し
た後、同一事業主（グループ会社に引き続き雇用される場合も含む）に引き続いて雇用される有期雇
用労働者については無期転換申込権が発生しません。（※定年後にグループ会社ではない企業に再就
職した場合は通常の無期転換ルールが適用されます）

「継続雇用の高齢者の特例」とは？

無期転換ルール（継続雇用の高齢者の特例について）
ミナジン通信Vol.5でもお話しした有期契約労働者の無期雇用転換ですが、定年後引き続
き雇用される有期雇用労働者については無期転換申込権が発生しないとする特例が設け
られています。

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳

特例を受けるためには、申請をして認定を受けることが必要です

① 就業規則（定年の定め等） 
②「継続雇用の高齢者」の有無 
③高年齢者の雇用管理に関する措置を講じているか？ 
④講じている場合の措置の内容 
⑤高年齢者雇用安定法の雇用確保措置を講じているか？ !
労働時間の上限規制に伴い、過労死防止のため労働安全衛生法（安衛法）施行規則が改正され、
従業員の労働時間を適切に把握すること（つまり勤怠管理を正しく行うこと）が「義務化」さ
れる予定です。また、無期転換ルールの対応にあたっては無期転換労働者の役割や責任の範囲、
就業規則等の整備など、様々な検討が必要であり、まだ準備が進んでいない企業については、
早期に検討・対応が必要です。これらを実行するにはある程度長期的な視点に立たなければな
りません。

申請をする前に・・・確認しましょう！

③の場合の措置内容が「高年齢雇用推進者
の選任」の場合は添付書類が「高年齢者雇
用状況報告書」のみでOKとなっています。


